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となっている。加賀市は⼈⼝ 6 万 8699 ⼈（29.01.01 住⺠基本台帳）、⾼齢化率が 34％であ
                                                      
1 まち・ひと・しごと創⽣総合戦略及び地域住⺠⽣活等緊急⽀援のための交付⾦に関する説
明会（平成 27 年 1 ⽉ 9 ⽇開催）「資料８地域住⺠⽣活等緊急⽀援のための交付⾦のメニュ
ー例【参考２】地域住⺠⽣活等緊急⽀援のための交付⾦参考事例集」 
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/koufukin_setsumeikai/pdf/siryou8-s2.pdf 
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る。平成 27 年度国勢調査では、第⼀次産業 1206 ⼈、第⼆次産業 12101 ⼈、第三次産業
20223 ⼈であった。事業所の多くが⼩零細企業であり、従業者数が 0〜4 ⼈の零細企業が全











                                                      
2 まち・ひと・しごと創⽣総合戦略及び地域住⺠⽣活等緊急⽀援のための交付⾦に関する説
明会平成 27 年 1 ⽉ 9 ⽇開催「資料５地域住⺠⽣活等緊急⽀援のための交付⾦の概要」
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/koufukin_setsumeikai/pdf/siryou5.pdf 
25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
生活扶助 31.4 30.9 31.5 30.7 30.6
住宅扶助 28.8 28.5 29.5 28.3 28.2
教育扶助 0.9 0.9 0.7 0.5 0.3
介護扶助 6.4 7.2 7.6 7.8 8.3
医療扶助 31.8 31.9 33.1 32.2 32.2
その他の扶助 0.6 0.6 0.5 0.5 0.4
Ⅱ　地域雇用グループの調査・研究活動とその成果
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 くらし就労サポート室では、「加賀ワーク・チャレンジ事業」に関して 3 つの事業を実施し
ている。第⼀に、市内の若年無業者ら⽣活困窮者向けの仕事と⽣活の相談、⾃⽴⽀援業務を
⾏う「ワーク・チャレンジプログラム実践事業」である。ここでは、平成 29 年 8 ⽉から地
域無料職業紹介所「まるごとワーク加賀」を開設し、職業紹介、就労相談、企業⾒学・職場










































 これまでの加賀ワーク・チャレンジ事業における成果は、平成 31 年 2 ⽉現在で、68 名の


















けでなく、⺠間や NPO 等の豊富な社会サービスを利⽤する選択肢が減ることになる。 
 
３，受け⼊れ先企業の事例 
 A 事業所は、加賀ワーク・チャレンジ事業の実習受け⼊れ先の 1 社であるホテル事業者で
ある。A 事業所の本社は東京にあり、ホテル事業、旅⾏事業、物品販売事業などの事業領域
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